



































法にみられるような理論的な裏付けがないこと (Morgenstern and Pizer,
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事業は，国連の専門機関である国際民間航空機関 (International Civil Aviation
Organization, ICAO) を通じて，国際海運事業は同じく国際海事機関 (Interna-
































































































アジア・太平洋地域での環境対策連携として，ASPIRE (Asia and Pacific
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